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出題の意図  

［Ⅰ］  

この問題の出題の趣旨は、棚卸資産の評価方法の基礎知識を確認するとともに、棚

卸資産会計を通じて資産の意義や現行の会計制度が採用する取得原価と時価の混合測

定モデルの論理構造の理解を問うものである。  

 

［Ⅱ］  

損益計算書に示される 5 種類の利益の違いを理解することは、企業の経営成績を理解す

るために不可欠の要件である。この知識が不十分であれば、「当該企業のどこに問題があ

るのか」「経常的な収益力はどの程度であろうか」などといった判断を下すことができな

い。  

5 種類の利益のうちでどれが重要であると捉えるかについてはさまざまな考え方があろ

うが、この利益を挙げれば正解などといったことではなく、なぜ受験者が選択した利益は

ほかの利益と比べて経営状態を判断するさいにより適切であるのかを、経営分析と関わら

せて合理的に説明することができるかどうかを問うものである。問題のレベルとしてはご

く基本的なものであるといえよう。  

 









2025 年度大学院入試  後期日程  

 

出題の意図  

［Ⅰ］  

この問題の出題の趣旨は、減価償却費の計算方法の基礎知識を確認するとともに、

固定資産会計を通じて資産の意義や現行の発生主義会計の根幹にある費用配分の原則

及び費用収益対応の原則の理解を問うものである。  

 

［Ⅱ］  

 株主資本を構成する 4 つの項目の意味を説明するという、ごく基本的な問題である。と

くに小問 (1)・(2)・(3)は、会計学を学習してきた受験生にとっては平易であろう。しかし、

小問 (4)の自己株式については、「いったん発行した自社の株式を保有している」という程

度の説明に終わるのか、それともたとえば「資本充実に反するとして長らく原則禁止され

ていた」「資産説と資本減少説があるが多数説は後者である」(あるいは自己株式を取得す

る目的 )といったあたりにまで言及するのかによって、受験生の学力が明確に現れるであろ

うと考えて出題した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



解  答  例  

［Ⅰ］  

小問（１）  

耐用年数を配分基準とする方法は、固定資産の経済的便益が時間の経過に応じて消費さ

れると考え、耐用年数を基礎として取得原価を各会計期間に配分する方法である。代表的

なものとして定額法、定率法などがある。  

利用度を配分基準とする方法は、固定資産の実際の利用量や生産量に応じて経済的便益

が消費されると考え、その利用度を基礎として取得原価を配分する方法である。例えば、

機械の総予定生産数量を見積もり、当期の実際の生産数量に応じて減価償却費を計算する

生産高比例法などがある。  

 

小問（２） 

減価償却の意義は、第一に発生主義会計の観点から説明できる。固定資産は、通

常、複数の会計期間にわたって収益の獲得に利用される。そのため、取得時の支出を

一時に費用として認識するのではなく、固定資産の利用によって経済的便益が消費さ

れる各会計期間にわたって費用として認識する。減価償却は、固定資産の取得原価

を、その固定資産が収益の獲得に貢献する期間にわたって各期間の費用として配分す

る手続であり、現金の支出時点ではなく、費用の発生に基づいて認識するという発生

主義会計と整合する。また、収益とそれを生み出すために費消された資産の原価を同

じ期間に対応させるという費用収益対応の考え方とも結びついている。 

第二に、減価償却の意義は、自己金融機能の観点から説明できる。固定資産を利用

して収益を獲得する過程で減価償却費は費用計上されるが、費用計上時点では新たな

現金支出を伴わない。そのため、減価償却費に対応する収益相当額が企業内部に資金

として留保される。この意味で、減価償却には、固定資産の投下資金を営業活動を通

じて回収し、固定資産の更新・再投資のための資金を企業内部に蓄積する自己金融的

な機能がある。 

 

 

 

 

 



小問（３） 

固定資産の減損の兆候が認められる場合は、まず減損損失を認識する必要があるか

どうかを検討する。減損の兆候としては、営業活動から生ずる損益またはキャッシ

ュ・フローが継続してマイナスの場合、経営環境が著しく悪化した場合、市場価格が

著しく下落した場合などが挙げられる。減損の兆候が認められた場合には、当該資産

について、減損損失を認識するかどうかを判定する。具体的には、資産から得られる

将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比較し、将来キャッシュ・フローの総額

が帳簿価額を下回る場合には減損損失を認識する。その場合、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、その差額を減損損失として当期の損失に計上する。回収可能価額は、

正味売却価額と使用価値のいずれか高い方によって測定される。  

減価償却だけではなく、減損の会計処理が必要な理由は、減価償却は固定資産の取

得原価をその使用期間にわたって規則的に配分するものに対して、減損は資産の回収

可能性が著しく低下した場合に、その帳簿価額を回収可能価額まで切り下げるもので

あり、両者の目的は異なるためである。通常の減価償却を続けるだけでは、資産の帳

簿価額が、その資産から回収できる金額を上回ったままになる可能性がある。そこ

で、減価償却では反映できない資産価値の回収可能性の著しい低下を、減損損失とし

て臨時的に帳簿価額に反映する必要がある。減価償却による規則的な費用配分に加え

て減損処理を行うことによって、固定資産の帳簿価額が、その資産から将来回収でき

る経済的便益を適切に反映することが可能となる。  

 

［Ⅱ］  

小問（１）  

会社を設立・運営するために株主が払い込んだ資金のこと。ただし株式の払込金額は、そ

の全額を資本金として扱うことが原則であるが、 2 分の 1 までは資本金に組み入れない

ことができる。なお、現在は 1 円以上の資本金があれば会社設立が可能である。(115 字 ) 

 

 

 

 

 

 



小問（２）  

・資本準備金：株主の払込資金のうち、資本金に組み入れなかったところの出資額の 2 分

の 1 以下の部分のこと。損失が発生したときに資本準備金を充てる場合には株主総会の

普通決議だけで済むので、特別決議などが必要な資本金よりもスムーズな赤字補填が可

能となる。 (116 字 ) 

・減資差益：会社が減資を行なったさいに、減少させた資本金の額が、株主へ払い戻され

た会社の資産額や、欠損補填に充てた額を上回った場合に生じる差額のこと。なお、払

い戻しや損失補填等の合計額は、資本金の減少額を越えてはならない。（ 105 字）         

など  

                                         

小問（３）  

・利益準備金：会社が株主へ配当するさいには、財産の流出を制限して財務基盤を安定さ

せるために、利益の一部を利益剰余金として留保することを会社法は求めている。この

留保は利益準備金と資本準備金の合計額が資本金の 4 分の 1 に達するまで行なう。（109

字）  

・繰越利益剰余金：企業が創業以来積み上げてきた当期純利益 (および当期純損失 )のなか

から、配当の支払いや利益準備金への積立てを行なったのちに、最終的に会社に残った

ものの累計額のこと。しばしば「内部留保」などと呼ばれたりする。（ 102 字）           

など  

 

小問（４）  

(4)自ら発行した株式のうち、買い戻して保有している部分のこと。かつては資本充実に反

するとして原則禁止されていたが、現在では自由に保有することができる。自己株式の

本質については資産説と資本減少説があるが、多数説は後者である。 (109 字 ) 




